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【要旨】 

本研究では，スマートハウスのための国際デジュール標準を策定している ECHONET

と KNX の２機関について，技術戦略と標準化戦略に関する調査を行った．調査にあた

り，事前調査として展示会訪問等５件，本調査としてインタビュー１１件をそれぞれ実

施した．インタビューから得られた成果を元に，戦略の分析による各主体の課題抽出と，

日独の戦略の比較による普及促進策の提示を行った． 

ECHONET は網羅的標準を武器にアジアへの普及を進めていく方針，KNX はインフラ

向け標準を武器に都市ソリューションを中心とした普及を進めていく方針をそれぞれ

明確に示していた．両標準化機関の課題として，ECHONET はマネタイズ視点からのマ

ーケティング戦略，KNX は白物家電や一般向けビル・住宅の強化をそれぞれ指摘した． 

また経産省の「消費者が求めている機能を特定できていない」あるいは ECHONET の

「東南アジア展開の遅れ」といった戦略課題について，解決のための施策として「作り

手を増やす」ことを提案した． 

 

キーワード：スマートハウス, 通信規格, 技術戦略,標準化, ECHONET 

 

 

 

 



2 

１． はじめに 

 

1.1 本研究の背景 

 「スマートハウス」という語が意味するものは各国・各社によって様々であるが，そ

のいずれにも共通しているのは，機器の協調あるいは連携による統合ソリューションを

宅内において実現しようとする試みであるという点である．たとえば統合的機能の例と

して，HEMS（ホームエナジーマネジメントシステム）のような省エネ機能や，HA（ホ

ームオートメーション）といった自動化機能が挙げられる．前者のHEMSはスマートメ

ーターや太陽光パネルに代表されるエネルギー関連機器の導入とともに主に日本で普

及が始まっている[1]．後者のHAの代表例として米Apple社のHomekitがあり，iPhoneや

iPadのような既存製品をそのまま家自体の汎用的なコントローラとして各家電をSiriで

操作するといった構想が発表されている[2]． 

スマートハウスにおいては，これまで最終製品だった機器もコンポーネントすなわち

一部品となるため，機器間における通信規格が整備される必要があると認識されてきた．

その結果として現在では，デジュール・フォーラム・コンソーシアムといった様々なレ

ベルでスマートハウスのための規格団体が立ち上がっており，次世代のデファクト標準

の地位を勝ち得るための規格争いを繰り広げている[3]． 

 

1.2 本研究のスコープ 

 スマートハウスの国際標準としてデジュールの地位を獲得しているのは，以下の３つ

であると日本では認知されている[4]． 

 

表 1 スマートハウスの３つの国際デジュール標準 

標準の名称 ECHONET Lite KNX Smart Energy 

Profile 2.0 

運営団体 エコーネットコン

ソーシアム 

KNXアソシエーシ

ョン 

Zigbee アライアン

ス 

活動拠点（本部） 日本（東京） 欧州（ベルギー） 米国 

 

 

このうち，米国のSEP2.0については，既に日本のECHONET Liteとの連携が決定して

いる[5]． 



3 

よって本研究では，主に日本のスマートハウス事業を俯瞰するために，エコーネット

コンソーシアム（以下，ECHONETと略記する）を主要な分析対象とし，KNXアソシエ

ーション（以下，KNXと略記する）を比較対象として扱う．しかし，SEP2.0について

は前述の理由から，本研究の主な対象とはしない．ECHONETとKNXの概要について以

下に示す[6][7][8][9]． 

 

ECHONETコンソーシアムの概要 

1997年に任意団体として設立 

設立目的：ホームネットワークの標準通信規格を策定すること 

会員数：２３２社（2015.2.2現在） 

幹事８企業：シャープ、ソフトバンクテレコム、東京電力、東芝、日本電信電話、日立

製作所、パナソニック、三菱電機 

「ECHONET Lite」は経産省により公知な標準インターフェースとして推奨済み 

「ECHONET Lite」は一部がIEC標準化，残りもISO/IEC JTC1にて標準化の予定 

 

KNX協会の概要 

欧州の３既存機関（EIBA, EHSA, BCI）の合併により1999年に設立 

公称：「Worldwide STANDARD for Home and Building Control」 

認証等の営利ビジネスで年間約５億円の利益を得る営利団体 

KNX認証製品製造企業：３６４社 

４３ヶ国に各国拠点を持つ（２０１４年２月に日本進出） 

「KNX」はISO/IEC 14543-3に認定済み 

「KNX」は中国の勧奨国家標準（GB/T）に認定済み 

 

1.3 本研究の目的と問い 

 本研究の目的は，日本のスマートハウス産業の全体的な戦略構造を調査し明らかにす

ることである．この目的の達成のために，以下の問い(Research Question)を設ける． 

 

RQ 1 ECHONETを推進する各主体の考える技術戦略上の課題は何か 

（ここで各主体とは，ECHONET，その加盟企業，その主管たる経産省を指す） 

 RQ 2 ECHONET普及に対する標準化戦略上の課題は何か 
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 また戦略とは競合他者への最適対応を意味することから，日本の公知なスマートハウ

ス標準であるECHONETの最大の競合であると見なされているKNXについても，同種の

分析を試みるものである． 

 本研究の意義として，全体的な戦略構造，すなわち各主体の意図する目的の概観およ

び内部連関を明らかにすることで，強みや課題に基づく普及促進のための示唆を導出で

きると考える． 

 

２． 理論的背景 

 

2.1 標準について 

2.1.1 標準(standard)の一般的区分 

 標準化団体の内部プロセス，特に情報通信の分野でのそれについては，Besen[10]が詳

しい．Besenによれば，参加者の考え（view）および望む結果によって，状況（ケース）

は以下の４つに大別される． 

 

表 2 情報通信分野における標準化プロセス類型化 

参加者の考え（view） 考えの直感的説明 結果 効率性 

テクノクラティック 純粋によいものを 全員が完全に開かれた

プロセスを望む（process 

to be open at all） 

最も効率的 

対立的（directly 

opposed） 

自分のものでなけれ

ば，ないほうがマシ 

ステイルメイト 

（動いたら負け） 

非効率 

妥協的（compromise） 自分のものが望まし

いが，ないよりは相手

のでもOK 

合意形成は容易

（encourage agreement），

独裁があってもしぶし

ぶ従う（concede） 

効率的 

支配的企業の可換忌避

と，小企業の可換努力

（achieve compatibility） 

強者は非標準化によ

る参入障壁構築を望

むが，弱者は強者に追

随しマネしたい 

遅い・妨害の多いプロセ

ス（slow, cumbersome 

process） 

非効率 

（※上記表の中で１・３行にはBesenの説明を引用した．２・４行は西田による解釈） 
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 本研究が主要な分析対象としているECHONETは「テクノクラティック」，比較対象

としているKNXは「妥協的」といえる．詳細は４．に譲る． 

 

2.1.2 通信業界における標準化の典型的特徴 

 宮崎および大島[11]は，企業の視点から標準化団体の標準化プロセスに着目し，企業

の戦略的意思決定に関する要因分析を行った．それによれば，標準化プロセスにおいて

は，「提案がそのまま採用されることはまれであり，他の提案を一部に取り入れた折衷

規格や，同等に併記するオプション規格になることもしばしば」であるという．このう

ち前者の折衷規格は「妥協的」，後者のオプション規格のうち互換性を阻害しないもの

については「テクノクラティック」であるといえるだろう． 

また同論文は，「提案，支持した案が受け入れられなかった場合，通信事業者はマル

チスダンダード化による敗者復活を目指す傾向があることがわかった」と結論づけてい

る．ただし，本研究における主要な分析対象であるECHONETについては，国際デジュ

ール標準という同格の存在が限られるため，この傾向は当てはまらないことが推測され

る． 

 詳細な説明は４章に譲るが，ECHONETには，参加企業による打算的あるいは戦略的

行動があまり見られないという特徴がある．オプション規格を積極的に採用する姿勢と， 

敗者復活が難しいという事情がこの特徴の形成要因と推測される．  

 

2.2 スマートハウスについて 

2.2.1 日本のスマートハウス事業の変遷：勝倉真氏による分析 

 勝倉[12]は日本の2000年代のスマートハウス事業の，特にセキュリティサービスに着

目して，大手家電各社による事業の失敗要因を分析した．それによれば，パナソニック

に代表される家電メーカーは顧客の求める機能を満足に提供できなかったのに対し，セ

コムはサービス人員中心から徐々に機械中心に移行するという方法を取ることで，常に

顧客のニーズを満足する製品を提供し続けたという要求機能定義の有無が成否を分け

たという． 

 本研究の取り上げるECHONETおよびKNXの両標準化団体は，いずれも「エネルギー

マネジメント」に注力してきた歴史があり，そのソリューションが必ずしも現時点での

顧客のニーズに密着しているとはいえず，普及の足かせとなっている可能性がある．  

 

2.2.2 スマートグリッドおよび電力自由化について 

 ErlinghagenおよびMarkard[13]はスマートグリッドという新たな技術が電力セクター
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にもたらした変化について分析している．それによれば，欧州での情勢として，電力会

社にかわりICT企業が活発かつ重要なプレイヤーとして台頭してきているという．この

状況は日本でも同様であると思われるが，特に東電をはじめとする電力会社が原発停止

により採算を悪化させて相対的に地位を低下させていることが日本の状況の特殊性と

して挙げられるだろう． 

 またJamasbおよびPollitt[14]は英国の電力自由化について特許を用いて研究を行って

いる．それによれば，電力自由化後の特許数とイノベーション活動は減少傾向にあると

いう．日本でも電力自由化は２０１６年に行われる見通しとなっているが，電力の安定

供給に関する技術開発を継続するためのインセンティブ設計について政策決定者が考

慮する必要があると思われる． 

 

2.3 技術戦略と普及について 

技術戦略についての古典的名著に児玉[15]がある．これによれば，ハイテク技術の大

部分は技術融合型技術革新の結果として説明できるという．この中でメカトロニクス技

術は一般機械工業・精密機械工業・電気機械工業・通信―電子工業の４組の結合として

あらわされるが，ここにインターネットやビッグデータ技術が加わったものが，昨今の

スマートハウスやスマートグリッドあるいはIoTとして結実していると解釈できるだろ

う．本研究の3.3.2節においてもインターネットと家電の融合による新事業としての東芝

FEMINITYの事例を見ることができる． 

また宮崎[16]は組織のコンピタンスについて，組織の総合力を判定する場合の個別検

討項目として有効であると意義づけている．本研究では，4.2.3節および4.2.4節において，

ECHONETとKNXのコンピタンスの内部連関について説明を試みている． 

Rogers[17]は普及曲線などを用いてイノベーション普及を理論的に説明しているほか，

普及率に影響を与え得る諸因子を提示している．このうち”Factors having to do with the 

mechanism whereby diffusion takes place in a particular setting”は本研究にとって最も示唆

的である，というのもスマートハウスを実現するには，HEMS・スマートメーター・太

陽光パネル・蓄電池・種々のスマート家電等をそれぞれ買い揃える必要があり，従来の

ような単一製品の普及とは異なる動学を有していると思われるためである．この問題に

ついては例えば本研究内インタビューにおいても「普及のためのキーとなるコンポーネ

ント」として質問されている． 

 

2.4 ユーザーイノベーションについて 

 ユーザーイノベーション理論を創始したHippel[18]によれば，「リードユーザー」す
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なわち先進的顧客（以下，LU）は企業にとって新製品開発のための有力な推進力にな

り得るという．HippelによればLUとは 

・Lead users face needs that will be general in a marketplace – but face them months or 

years before the bulk of that marketplace encounters them. 

・Lead users are positioned to benefit significantly by obtaining a solution to those 

needs. 

 

という２条件を満たす存在のことである． 

Schweisfurth and Raasch[19]はこのLUという概念を継承的に発展させた「エンベデッ

ド・リードユーザー」（以下，ELU）という概念を提唱している．ELUは上述の２条件

に加え， 

・employees who are lead users of their employing firm’s products or services 

 

という条件を満たす． 

３．にて取り上げる大和田茂氏は，ECHONETのためのSDK（Software Development Kit）

の開発者の一人であり，上記のELUの条件を満たしていることから，スマートハウスの

普及において無視できない影響を持つ人物であると考えられる． 

 

３． 研究手法 

 

3.1.1 予備調査 

 インタビューに先立ち，インターネットおよび書籍を用いて，前提となる知識とその

範囲について調査した．これに基づくECHONETとKNXの情報については，概要を既に

1.2節「本研究のスコープ」に示しているためそちらを参照されたい． 

 

3.1.2 事前調査 

 2014年2月17日，宮崎研究室としてエコーネットコンソーシアムに学術会員登録を行

った．また以下５つの展示会および見学会に参加し，関連業界についての知識を得た． 

 

・スマートグリッドEXPO（2014/2/28） 

・HEMS認証支援センター見学会（2014/3/19） 

・ワイヤレスジャパン（2014/5/29） 

・スマートコミュニティサミット（2014/6/18） 
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・ECHONET会員フォーラム（2014/7/16） 

 

3.2 インタビュー調査の目的および形式 

事前調査の結果を踏まえ，スマートハウス普及促進に関わる主要人物を選定し，個別

にインタビューを行った．インタビューではそれぞれの実務家の戦略意図を理解するこ

とを主目的とした．この目的を達成するために，本研究では，事前に質問を用意しつつ，

実際のインタビューの場で自由に追加質問を行う自由回答形式を採用した． 

 

3.3 インタビュー対象者リスト 

 

表 3 インタビュー対象者リスト 

日時 組織と役職 概要 

2014/7/31 

16:30~17:30 

SONY CSL 

アソシエイトリサーチャー 

ECHONET家電を動かすアプリケーシ

ョンである、OPENECHOとKadecotの開

発の経緯 

2014/8/5 

13:00~15:00 

HEMSタスクフォース 

(経産省)座長 

 

エコーネットコンソーシアムの標準

化・普及戦略と、東芝FEMINITY事業立

ち上げの経緯 

2014/8/20 

11:45~13:00 

エコーネットコンソーシア

ム代表理事 

東芝FEMINITY事業の現況および、 

エコーネットコンソーシアムの強みと

ビジョン 

2014/8/28 

14:00~16:00 

NEC (スマートエネルギー

企画本部) 

経産省 スマートハウス・ビル標準・事

業促進検討会，およびNECのスマート

ハウス普及戦略について 

2014/8/29 

16:00~17:30 

TTC 標準化担当部長 

 

ECHONET Lite化の過程で切り離され

た、通信下位層での標準化活動につい

て 

2014/9/4 

10:00~12:00 

NEC（ﾃﾚｺﾑｷｬﾘｱ事業部） 

 

NEC ﾃﾚｺﾑｷｬﾘｱ事業におけるクラウド

サービス、その一つとしての HEMS 事

業について 

2014/9/11 

11:00~12:00 

日立 スマートシティプロジ

ェクト担当本部長 

ISOにおけるｽﾏｰﾄｼﾃｨ評価指標の国際標

準化活動について 
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2014/12/17 

15:30~16:00 

Rockethome社 CEO ドイツにおけるスマートメーター産業

とホームオートメーション産業の現状 

2015/2/5 

13:30~15:00 

横浜市温暖化対策統括本部 

プロジェクト推進課長 

 

横浜市におけるHEMS実証実験の成果

と今後のHEMS普及のための知見につ

いて 

2015/2/12 

16:20~16:42 

KNX協会会長/Siemens  KNXの重視する機器とマーケットおよ

び 

Siemensのビジネスについて 

2015/2/13 

10:30~12:00 

日本KNX協会 

会長/富士通ｾﾞﾈﾗﾙ 

事務局長 

日本KNX協会設立の経緯と今後の展開

について／富士通ゼネラルの欧州ビジ

ネス／KNXとECHONETの技術的差異

について 

 

４． 情報の分析結果 

 

4.1 諸言 

 本セクションでは，実施したインタビューより得られた定性的情報を用いて分析を行

い，その結果を記す．分析の目的は RQ１「ECHONET を推進する各主体の考える技術

戦略上の課題は何か」および RQ２「ECHONET 普及に対する標準化戦略上の課題は何

か」の解明であり，これら課題を導出するため，情報を以下の区分から分析する． 

 

・各企業の戦略 

・経済産業省情報経済課の戦略 

・ECHONET の戦略および標準策定プロセス 

・KNX の戦略および標準策定プロセス 

 

また，ECHONET および KNX のコンピテンシ（戦略・プロセス・強み・課題）につ

いて模式図を用いて表し，特有の課題とその解決策について示唆を与える． 

 

4.2 各主体の戦略の分析 

4.2.1 各企業について 
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 ３．に登場した企業のうち，まず東芝について考える．東芝はスマート家電事業の分

野における草分け的存在であり，日立や松下（現パナソニック）といった追随企業がそ

の後当該分野から撤退した後も，継続して FEMINITYブランドを存続させ続けている．

また FEMINITY の特徴として，中央制御機構が「クラウド型 HEMS」であるという点

が挙げられる．これはパナソニックや NEC がそれぞれ分電盤や蓄電池といったモジュ

ールに中央制御機構を埋め込んでいることとは対照的で，東芝の企業としての姿勢は

「囲い込み」の色合いが薄いことが見て取れる．東芝が FEMINITY 事業を開始する際

に，自社規格を新たに策定するのではなく，既存の ECHONET 規格を利用することを

決めた事実からも，スマートハウスビジネスにおいて「一社囲い込み」のモデルは成立

しづらいという見込みが東芝内に存在していると推測でき，これは平原氏の「Apple の

ように、自社がすべてをとりしきる、というスタンスは、他社からの反感も買いやすい

のではないか」という発言が象徴的に示している通りである．ここから，東芝の戦略は

「非囲い込み」あるいは「オープン」といえ，これは ECHONET 自体のスタンスとも

一致しているといえる． 

 次に NEC については，２件のインタビューが示すとおり，伝統的に情報通信分野に

強みを持っていることから，その強みを最大化するような戦略がとられている．たとえ

ばオリックスとの協業による蓄電池レンタルや積水ハイムとの協業による HEMS 販売

などは，自社の有する情報技術あるいは蓄電技術がより際立つような連携相手を見つけ

て販売を行う「チーム戦術」のような戦略といえる．そしてスマートメーターに関して

もその通信部分のみを担当していることから，スマートハウスそのものというよりは，

そのコンポーネントのうち自社の得意とする分野の普及を狙うという「部分提案」型の

志向を持っている．ただ，スマートハウスあるいはスマートシティの分野を包括する概

念としての IoTへの注目が高まっている現今においては，NECの“Connected House/Home 

Through IoT/M2M”というビジョンが適用可能な場面はますます増えていくと思われる． 

 

4.2.2 経産省 情報経済課について 

 経産省の有するビジョンあるいは戦略は，本林氏の発言からもわかるように「HEMS

データ利活用による新産業の創出」である．このビジョンが立ち上がってきた背景とし

て，2014 年 12 月 16 日に実施された「ECHONET Lite 普及促進シンポジウム」における

立石拓也氏の発言を引用すれば，「１０年後に得になるからといって今見える化だけの

HEMS を買いますかという話にぶちあたって」しまった面があるという．すなわち政策

課題として，そもそも電力消費が小さい各家庭にとっては HEMS 購入の経済的インセ

ンティブがないという議論があり，その課題を解決するための HEMS 付加価値向上の
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策として，データ利活用型の新サービスのためのプラットフォーム整備へと「政策を転

換」したのだという．情報経済課はこの新サービスの核として ECHONET Lite を活用す

るというシナリオを描いており，その実現のための事業である「大規模 HEMS 情報基

盤整備事業」については今後も動向を注視すべきといえる． 

 

4.2.3 ECHONETについて 

 ECHONET のコンピテンシについて図示したものが以下である． 

 

 

図 1 コンピテンシの内部連関：ECHONET について 

 

＜強みと戦略＞ 

 ECHONET の強みは，一色氏や平原氏の発言からわかるように，規格書とツールを無

料で Web からダウンロードできるというオープン性と，各社の多岐にわたる機器の機

能を網羅しているという仕様定義の詳細さである．このうち，仕様書を全文公開とする

決定は，スマートハウスの普及を第一にするという戦略方針が明確に ECHONET 内で

共有されていることにより可能となっている． 

 

＜プロセス＞ 

 ECHONET の標準策定プロセスは，幹事８社およびその子会社が最終的な投票権を保

有しているものの，規格への意見提示はすべての会員に開かれており，テクノクラティ

ックな組織の在り方といえる．とはいえ理事会に出席できるのは幹事８社に限られてい

るため，普及戦略などの全体方針については慎重な合議の下で決定されているといえる． 

 

＜強みとプロセス＞ 

ECHONET における技術仕様決定のプロセスは，学術会員を含むすべての会員に対し
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て開かれている．このことは，ECHONET の強みである網羅性を高める効果を大いに発

揮したと考えられる．そして，これほど多くのプロセス参加者にとって利用可能な標準

であるという前提が，最終成果物としての規格書を無料ですべて公開するという選択を

可能にした一要因と考えられる． 

また規格書やツールが無料で公開されている，完全にオープンな標準であるという意

識が共有されていることにより，ECHONET 参加者にとって技術仕様策定のプロセスへ

の参加はハードルの低いものとなっていると推測される．これは結果的に，プロセスの

開放性を再帰的に高めているといえる． 

 

＜戦略と課題＞ 

スマートハウスの普及を第一とする戦略を立てている ECHONET に対しては，課題

として従来的なマネタイズ中心のマーケティングは行いづらいという点が指摘できる．

普及を第一にするために仕様書を全文公開していることから，規格書販売による収益が

期待できないこと，認証支援センターは補助金により運営されており利用者からは利用

料を徴収しないことなど，ECHONET は「金を動かす」という姿勢に乏しく，結論にて

後述する KNX のような「各ステークホルダーへの利益提供」が十分に行き渡っている

とは言い難い． 

また ECHONET のスタンスは，「普及は各社さんの努力で」というもので，ECHONET

自身が強力にスマートハウスの魅力を打ち出すような態勢は未だ整っていない．日本国

内のいわゆるスマートハウス（実質的にはエコハウス）を普及させる要因は各省から購

買者への補助金によるところが多い．これらを考え合わせると，残る普及推進主体は

ECHONET 加盟各社となるが，各社のスマート家電の販売におけるプロモーションは

「ECHONET 搭載」というオプションの素気ない紹介レベルに留まっており，顧客が家

電購買の時点でスマートハウスに意識を及ぼしているとは言い難い現状がある．マーケ

ティングの根本は顧客の購買意思を知りそれに見合う価値提案を行うことと考えられ

るが，経産省や各社の価値提案は必ずしもスマートハウスを中心にしたものとはならな

い．それはそもそも経産省や各社はスマートハウスのみのために存在している訳ではな

いからであるが，ECHONET はスマートハウスのための組織である．今後は ECHONET

が中心となって，省エネに留まらないスマートハウスの魅力を一般消費者に向けて示し

ていく必要があると思われる．  

 

4.2.4 KNXについて 

 KNX のコンピテンシについて図示したものが以下である． 
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 図 2 コンピテンシの内部連関：KNX について 

 

＜強みと戦略＞ 

 KNX の強みは，インフラの内部システムとしての仕様に耐えうる，堅固なロジック

を有することである．一例として，巨大建造物であるヒースロー空港第 5 ターミナルへ

の採用実績が KNX 公式資料でも紹介されている．このような強みを有することから，

以前からインフラ重視の姿勢を打ち出していた KNX は，近年「KNX City」というビジ

ョンを掲げている．これは都市を施設群あるいはビル群ととらえて大域的に管理すると

いう思想を表現したスローガンであり，これに沿って国際標準化の活動も着々と行われ

ている． 

 

＜プロセス＞ 

 KNX の標準策定プロセスは ECHONET のそれとはまったく対照的に，ルーティン的

かつ統合志向が明白であることが，KNX プレジデントの Kammerl 氏へのインタビュー

より明らかになった．（ここで言う「ルーティン」とは，テクニカルボードからマーケ

ティングボードへ至る規格承認プロセスにおいて手続きが厳格に定められていること

を指す．）また同インタビューでは，規格と公式ツールとの整合性を重視している点が

こうしたプロセスの特徴の背後にあると説明されている． 

 

＜強みとプロセス＞ 

標準化プロセスにおけるルーティン性と統合性は，成果物としての標準に大規模イン

フラ向けの堅固なロジックを備えさせるためには必須ともいえる要件であると考えら

れる．逆に考えれば，常に変化し分散するようなプロセスの下で策定された標準が，そ

の後にシステムとして実装された場合に必ず矛盾なく動作するとは考え難い． 
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また，完全な相互運用性の担保という優先課題の共有が，プロセスの統合性を高めて

いるという再帰的効果も指摘できる．すなわち，KNX の強みとプロセスの関係性は，

統合的であるからこそ堅固であり，堅固たらんとするからこそ一層統合的となるといえ

る． 

 

＜戦略と課題＞ 

KNX はこれまで，KNX City という言葉で表現されるような B2B ビジネスに注力し

ており，宅内に普及させるための白物家電については手薄であることが，Kammerl 氏へ

のインタビューで明確となった．Kammerl 氏によれば，KNX 加盟企業の主に手掛ける

製品を１０に分類して並べた場合に，白物家電は第１０位となるという．この課題はビ

ル管理といったB2Bソリューションで十分に収益を上げているKNXおよびその加盟企

業にとって，直近で解決しなければならない課題ではない．とはいえ，2015 年始に CES

（コンシューマー・エレクトロニクス・ショー）で最も脚光を浴びた分野が IoT であっ

たこと，更にその中で Google の Nest に協力する企業や韓国の企業が宅内での利便性や

快適性向上のソリューションを華々しく披露したことを考慮すると，KNX 規格が現状

では宅内の種々の家電に対する網羅性に乏しいことが，今後の KNX のビジネス展開に

おいて障害となる可能性も否定できない． 

 

4.3 各主体の技術戦略上の課題について 

4.3.1 各企業について 

東芝の抱える技術戦略上の課題は，HEMS販売において最大の競合となっているパナ

ソニックに比して，一体型での製品売り込みが実現できていないことといえる．東芝は

4.2.1項に述べたように囲い込み姿勢がパナソニックほど徹底していないが，これは思想

的側面とは別に，現在保有する製品バラエティによる制約と解釈することもできる．パ

ナソニックはグループとしてパナホームを有しており，また藤沢にあるSST（サステナ

ブル・スマート・タウン）という全戸パナソニック製の街区にも深くコミットしている．

つまりパナソニックは家まるごとパナソニックのシステムとして一貫で販売できる体

制を整えている．このような優位性をパナソニックが持つことから，最新機能を持つプ

ロダクトのメーカーが自社製品をパナソニックの枠組みで一括販売してもらおうと契

約を結ぶケースも考えられる．（実際に，文化シヤッター社は業界初のHEMS対応電動

窓シャッターを，2月下旬に開催された「Smart Energy Week」においてパナソニックブ

ースの中で展示した．） 
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 NECの抱える技術戦略上の課題は，上記の東芝の課題とも類似するが，スマートハウ

スにおいて一部のコンポーネントしか提供ができないことから，白物家電メーカーや住

宅メーカーといったスマートハウス全体の枠組みを規定するような他社の動向に自社

の戦略が影響される度合いが高いことである．4.2.1においてNECの戦略を「チーム戦術」

と評したが，これは同時に，NEC独自の戦略規定あるいは戦略変更が困難となる選択で

もある．とはいえNECの強みが情報通信部門にあることを考えれば現状の戦略に対する

安易な改善案は筆者には見当たらない．あえて一つ挙げるとするならば，ハウスメーカ

ーから「選ばれる」HEMSメーカーとなるために，より一層，ビッグデータ解析といっ

た既存の強みを研ぎ澄ましていくことが妥当であろう． 

 

4.3.2 経産省 情報経済課について 

 経産省は，4.2.2に示したとおりHEMS普及のための戦略をある時点から転換している．

その具体的な表れが，新たな付加価値を顧客に提案するための枠組みである「大規模

HEMS情報基盤整備事業」である．ただし，顧客のスマートハウスについて求めている

機能というものを，経産省が明確に把握できているとは認識しがたい．経産省の当該事

業に関する資料を一見すると分かることだが，「新たなサービス」として提案されてい

る諸機能には「クーポン配信」すら含まれており，高額なHEMSを購入してまで手に入

れたい機能であるかという自省が働いている様子は見られない． 

 

4.3.3 ECHONETについて 

 ECHONETは様々な企業への委託により，ECHONET Lite対応製品開発のためのツー

ルを開発し提供している．本研究では，そのうちの一つであるOpenECHOについて，作

成者のSONY CSL大和田氏へインタビューを行っている．それによると，スマートハウ

スのためのAPIをオープンソースで構築したものの，そのデバッグを行ってくれるよう

なユーザーを獲得することは現在のところできていないという．スマートハウスの将来

的普及像を考えれば，新たな家電や家電同士の機能の組み合わせなどは無数に存在する

こと，およびそれら家電はそれぞれ別の会社により製造されているという場合も多くな

ることが予想される．とすればそれを動かすためのシステムを特定一社が大きなコスト

をかけてデバッグしつづけるのは原理的に不可能であり，オープンソースシステムの下

でのユーザーの善意によるデバッグを頼りとする他ない． 

 翻って海外に目を転じれば，大和田氏が指摘したようなLinuxの成功とは別に，例え

ばGoogleのように自社システムのバグ発見者に対し報奨金を与えている企業も存在す

る．ECHONETが真に開かれたスマートハウスの普及を目指すならば，そのためのAPI



16 

をオープンソースとするのはある意味当然の帰結となるが，それを支えるだけのユーザ

ーコミュニティは未だ成立していないというのが現状となっている．もしこのままユー

ザーの参加を促進できる明確な施策を打ち出せない場合，前述のGoogleのように自社の

エコシステムに既に良質なデバッグ要員をコミュニティとして抱える企業が，スマート

ハウスにおいてもデファクトスタンダードを握る結末が待っていると筆者は考える． 

 

4.3.4 KNXについて 

 KNXは技術的強みとして堅固なロジックを有する規格を持っているが，その強みは

かえって宅内向けのソリューション実装においては負の影響をもたらすと筆者は考え

る．通常の家庭においては，家電の買い替えタイミングがずれることも多く，KNXの

ように最初からすべてを作り付けで作ってしまう方式はB2Cのソリューションにはそ

ぐわない．またKNXはIP方式に関してはECHONETに対し遅れをとっており，主な実装

形式は有線となっている．こうした点に対応するためには，白物家電の機構や用途に習

熟した加盟メンバーが必要と思われるが，まさにそれはKNXにとって最も手薄な側面

といえる． 

 

以上の議論を要約し表にまとめると以下の通りとなる． 

 

表 4 各主体の技術戦略上の課題 

東芝 HEMS販売においてPanasonicのような相乗販売ができていない 

NEC 家電や住宅のメーカーに一定程度依存せざるを得ない 

経産省 消費者が求めている機能を特定できていない 

ECHONET ユーザーコミュニティが立ち上がっていない 

KNX 加盟メンバーに白物家電を扱えるメーカーが少ない 

 

 

4.4 両機関の標準化戦略上の課題について 

4.4.1 ECHONETについて 

 KNX新谷氏へのインタビューでは，「伝え聞き」という但し書きは付くが，エネル

ギー総合工学研究所の上司を通じ，ECHONETがマレーシアに認証支援センターを設立

する計画に遅れが出ているとの情報が得られた．ECHONETが日本に続く普及促進地域

として東南アジアを挙げていることは一色氏へのインタビューにも含まれているが，こ
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のことが示唆するのは，ECHONETが国内でのみ幅を利かせるといういわゆる「ガラパ

ゴス」状態の危機が存在する可能性である．デジュール標準化を非常に順調に進めてき

たECHONETではあるが，デファクト化のための戦略についても，もう一度洗いなおす

必要がある．またその際，米国で急速に勢力を伸ばしている種々のフォーラム標準の戦

略動向も十分注視するべきだろう． 

 

4.4.2 KNXについて 

 4.3.4の議論とも関連するが，KNXはいわゆる「マンション」（= Residential Building）

について手薄であるという課題がある．KNXは「住宅とビルディングのための国際標

準」を組織イメージとして標榜しており，当然住宅は事業スコープに含まれてはいると

思われるが，主たる加盟メンバーの注力範囲に含まれていない関係上，KNXとしてこ

の分野を能動的に推進することは難しい．また一般家庭向けのソリューションについて

は，その国に宅内通信ソリューションの強力な規格団体が存在しない場合には普及促進

が可能と思われるが，日本や米国などについては難しいというのが現状と推察する．

KNXの国際デファクト化に向けての主要なライバルは日本のECHONETと米国の各フ

ォーラムの標準となるだろうが，ECHONETは海外デファクト戦略に遅れが見られると

いう現状があるため，米国の動向とくにこれまでのKNXの牙城を荒らすような行為に

ついて注意する必要があると考えられる． 

 

以上の議論を要約し表にまとめると以下の通りとなる． 

 

表 5 両機関の標準化戦略上の課題 

ECHONET 海外での認証ビジネスの立ち遅れ 

米国のフォーラム標準とのデファクト争い 

KNX Residential Buildingと小規模住宅については手薄 

米国のフォーラム標準とのデファクト争い 

 

５． 結論 

 

本研究では，日本のスマートハウス産業の全体的な戦略構造を調査し明らかにするこ

とを目的として，合計１１件の実務者インタビューを自由回答形式により実施した．設

定した２件のRQ 
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RQ 1 ECHONETを推進する各主体の考える技術戦略上の課題は何か 

 RQ 2 ECHONET普及に対する標準化戦略上の課題は何か 

について，定性的情報に基づき課題を導出した．またKNXについても，同種の分析を

試み，一定の成果を得た． 

 RQ1 に関しては，特に「消費者が求めている機能を特定できていない」という課題

は示唆的である．この課題は経産省情報経済課に限定されたものではなく，情報経済課

の枠組みの下で HEMS を核とするスマートハウス普及へと邁進する ECHONET および

その加盟企業にも共通の課題と思われる．「大規模 HEMS 情報基盤整備事業」を批判

的視点から論じるならば，それは「現段階で消費者に魅力がない HEMS にエネルギー

以外の何らかの機能を付加することで普及させたい」という意志の表れであり，「見え

る化＝HEMS」，「見える化＝１０％エコ」という安易な図式を世間に流布させてしま

ったスマートハウス実務者全体のツケが現在にまわってきたものともいえる．これらの

図式を見直す機運が横浜市の吉田氏へのインタビューから得られたことは収穫であっ

た．また東芝や NEC の課題としては「スマートハウスの全コンポーネントを一体的に

販売することはできない」という点があるが，上記の「消費者の求める機能」という課

題さえ解決されれば，スマートハウスの市場全体が拡大すると見込まれるため，課題と

しての緊急性は緩和されるものと思われる． 

 RQ2 に関しては，ECHONET の東南アジア展開の遅れという問題が，そのまま

「ECHONET はガラパゴス化するのではないか」という危惧の一部が現実化していると

も見ることができる．一色氏のインタビューに「東南アジアの人々，特に富裕層は日本

の家電が好き」という趣旨の発言があり，著者も賛同するところだが，それは「家電を

お金持ちが購入する素地がある」ということではあっても，「東南アジアの多くの企業

や個人がスマート家電を開発する欲求がある」ということは意味しない．日本で

ECHONET の認証支援業務を行う「HEMS 認証支援センター」が多数の訪問者を迎え，

非常に普及に前向きな状況であるといえる一方で，ではそもそもそのセンターと同種の

施設をマレーシアに建設して同様の効果を得られるかという点には疑問符がつく．とい

うのも，認証支援センターの果たす主たる役割である ECHONET 搭載機器の実機テス

ト環境という機能が求められるのは，ECHONET 搭載機器を開発する企業あるいは個人

が存在する地域内での話で，そのような「家電開発者」が未だ十分に存在しない地域に

支援センターを設立するメリットは現地政府あるいは現地大学としても見出しにくい

のではないか．翻って KNX を比較例とすれば，日本 KNX 協会の新谷氏の発言からわ

かるように，強固なロジックを備えた KNX の「言語」を学ぶことで，就職にも有利な

資格である「KNX パートナー」という資格を得られるシステムが既に欧州で広く機能
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している．こうしたわかりやすい金銭的なメリットを与えられるような施策がこれまで

ECHONET ではとられておらず，筆者の指摘する「マーケティング力の弱さ」が一面と

して現れているように思う． 

 これらを踏まえて筆者の提言を述べるならば，「作り手を増やす」ということに尽き

る．消費者の求める機能は消費者が一番よく理解している，というユーザーイノベーシ

ョン理論の前提に立つならば，大和田氏の構築した OpenECHO・Kadecot・Kadeckly と

いったオープンソースシステムの普及を促進することで，日本人一人ひとりを潜在的な

「スマートハウスアプリ製作者」へと転じる施策には一定の説得力があると考える．特

に筆者の大和田氏へのインタビュー後にリリースされた Kadeckly は，OpenECHO と

Kadecot と ECHONET ライブラリを一括して扱うためのビジュアルプログラミング環境

であり，これまで全くプログラミングに馴染みのない一般人であっても，さながらブロ

ック遊びのようにアプリケーションを制作することができる．（元となった Google の

Blockly という製品名もこれに由来する．）この「作り手を増やす」施策は，これまで

「ハード」に限定されていたスマートハウスビジネスを大きく「ソフト」にも開くこと

となるため，スマホやタブレットさえあればよいという必要な初期投資の低さも相まっ

て，高価な家電の購買を理由に参入をためらう東南アジアの企業や個人を ECHONET

のエコシステムへと組み入れる大きな一手となるのではないか．そのためにも，まずは

日本でソフト面での ECHONET 普及を促進し，それを成功例として世界へと展開して

いく戦略を推し進めていくべきであると提案したい． 

 最後に，ECHONET と KNX の両標準化機関の今後についての私見を述べる．これま

で国際デジュール化の競争を繰り広げてきた両者は，現在はともにその地位を獲得し，

デファクト化のための競争へと乗り出そうとしている．一方米国の企業はそれぞれにフ

ォーラム標準を立ち上げ，その勢力を増してきている．この新たな競争の図式において，

最もあり得る結末は，米国の企業のいずれかがデファクトを握り，その後に悠然とデジ

ュール標準との提携を申し入れるというものだと思われる．もしそうなれば，デファク

トを握られてしまった ECHONET や KNX は，その価値配分において常に被支配的立場

に置かれることとなる．これを防ぐ手段として筆者は，ECHONET と KNX による提携

という選択をすべきと考える．両者は地域性や技術の注力範囲において補完的関係にあ

ることは４．に示した通りであるが，それ以上に，実際に顧客の家庭に普及させられる

製品の台数という点で，この両者を合算してちょうど米国の一企業に対抗できる規模感

であるということが理由である．この選択は単に両標準化機関にとって利益ある選択で

あるということにとどまらず，各消費者にとっても，そうでない場合に比べてより利益

のある選択となると考える．一社の意思が色濃く反映されたデファクト標準が支配的に
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なり，各社の意見が中立的に反映されたデジュール標準が駆逐された世界というものは，

たとえるなら道の整備されないままでの住宅乱立のごとく，相互運用性や信頼性，セキ

ュリティといった種々の側面で問題をはらむものとなる．そうならないためにも，国際

デジュール標準を主宰する２者の連携により，統一された真の国際デジュール標準を総

体として形成すべきであると考える． 
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